
「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令お

よび定款の定めに基づき、書面交付請求をいただいた株主さま

に対して交付する書面には記載しておりません。

第61期定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令および定款

に基づく書面交付請求による交付書面に

記載しない事項）

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第61期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）



連　結　注　記　表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 13社

・連結子会社の名称 GMB NORTH AMERICA INC.

GMB USA INC.

GMB KOREA CORP.

AG TECH CORP.

GMB ELPIS CORP.

青島吉明美机械制造有限公司

青島吉明美汽車配件有限公司

吉明美（杭州）汽配有限公司

吉明美汽配（南通）有限公司

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD.

GMB RUS AUTOMOTIVE LLC

GMB ROMANIA AUTO INDUSTRY S.R.L.

GMB OCEANIA PTY.LTD.

当連結会計年度に、GMB USA INC.を新規設立したこと

に伴い、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社の数 １社

・関連会社の名称 THAI KYOWA GMB CO.,LTD.

② 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　　持分法適用会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたって

は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同

日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 満期保有目的の債券 償却原価法（利息法）

ロ. その他有価証券
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・市場価格のない株式等以

　外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算出しております。）

ニ. 棚卸資産

ａ. 製品・商品・原材料・

仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げ法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース

資産を除く）

当社については、主として定率法を採用しておりま

す。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。

また、在外連結子会社については、主として定額法を

採用しております。

なお、主要な減価償却資産の耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　　　５年～40年

機械装置及び運搬具　　　　２年～10年

その他　　　　　　　　　　２年～15年

(工具、器具及び備品）

ロ. 無形固定資産（リース

資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内における利用可能期間（主

として５年）に基づく定額法によっております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ハ. デリバティブ 時価法

ｂ. 貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げ法）

なお、一部の在外連結子会社については、総平均法に

よる低価法を採用しております。

ハ. リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

ａ. 一般債権 貸倒実績率によっております。
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ｂ. 貸倒懸念債権及び

破産更生債権

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

イ. 退職給付見込額の期間

帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異及び

過去勤務費用の費用処

理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異について、当社は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により翌連結会計年度より費用処理し、ま

た、GMB KOREA CORP.は、発生時に損益として認識し

ております。

イ. ヘッジ会計の方法 金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例処

理・振当処理）を採用しております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利通貨スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建借入金

ハ. ヘッジ方針 為替変動・金利変動に起因するリスクを管理すること

を目的としております。

ロ. 賞与引当金 当社においては、従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に

対応する支給見込額を計上しております。

ハ. 製品保証引当金 当社及び連結子会社の一部は、製品のクレーム費用の

支出に備えるため、過去の実績率をもとに発生する見

積額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

⑤ 連結計算書類作成の基礎となった連結会社の計算書類作成にあたって採用した重要な外

貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額につ

いては損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
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ニ. ヘッジ有効性評価の方法 金利通貨スワップの一体処理の適用要件を満たしてい

るため、有効性の評価を省略しております。

商品及び製品 10,911,903千円

仕掛品 6,644,249千円

原材料及び貯蔵品 5,499,287千円

計 23,055,439千円

⑦ 収益及び費用の計上基準

　　当社グループは、主として自動車部品の製造・販売を行っております。当社グループで

は、主に完成した商品及び製品を顧客に引き渡すことを履行義務として識別しており、原

則として、契約条件等に基づき納品日等において当該商品及び製品に対する支配が顧客に

移転することにより履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しておりま

す。収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート等を控除した

金額で測定しております。商品及び製品の販売契約における対価は、顧客へ商品及び製品

を引き渡した時点から主として１年以内に回収しております。なお、重要な金融要素は含

んでおりません。

(会計上の見積りに関する注記)

棚卸資産の評価

(1) 当連結会計年度に計上した金額

　なお、上記の主要な内訳は、GMB KOREA CORP.が9,167,061千円、GMB NORTH 

AMERICA INC.が3,289,646千円、ＧＭＢ株式会社が2,930,682千円であります。

(2) 見積りの内容に関するその他の情報

　棚卸資産は取得原価で評価しておりますが、正味売却価額が取得原価より下落して

いる場合には、正味売却価額で評価し、取得原価との差額を当期の費用として処理し

ております。なお、営業循環過程から外れた棚卸資産については、その保有期間に応

じた一定の基準により規則的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しております。

　市場環境が悪化して正味売却価額が著しく下落した場合には、損失が発生し、重要

な影響を与える可能性があります。

（会計方針の変更）

（米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC）第842号「リース」の適用）

　米国会計基準を採用している海外関係会社において、ASC第842号「リース」を、当連結

会計年度の期首から適用しております。これにより、当該在外連結子会社における借手の

リース取引については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計

上することといたしました。

　当該会計基準の適用にあたっては、経過措置で認められている、当該会計基準の適用に

よる累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。

　この結果、当連結会計年度の期首において、流動負債の「その他」が12,814千円減少
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現金及び預金に含まれる定期預金 277,323千円

商品及び製品 3,422,250千円

建物及び構築物 2,150,865千円

機械装置及び運搬具 659,189千円

土地 3,529,418千円

計 10,039,047千円

長期借入金（１年内返済予定含む） 2,210,000千円

短期借入金 4,422,600千円

計 6,632,600千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 51,360,122千円

減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

(3) 受取手形割引高 464,931千円

場 所 用 途 種 類 金額 (千円）

G M B  R U S  A U T O M O T I V E  L L C
本 社 ・ 工 場
（ロシア連邦　レニングラード州)

本 社 建 物 等 118,270

G M B  N O R T H  A M E R I C A  I N C .
本 社 ・ 倉 庫
（米国　ニュージャージー州)

本 社 構 築 物 等 46,135

し、固定負債の「その他」が1,344,565千円増加し、当連結会計年度の利益剰余金の期首残

高は1,123,426千円減少し、純資産に含まれる非支配株主持分が208,323千円増加しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益は493,924千円増加し、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は475,265千円増加しております。

２. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

３. 連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

上記の資産につきましては、当社の連結子会社GMB RUS AUTOMOTIVE LLC及びGMB NORTH 

AMERICA INC.で使用している資産において、収益性の低下により投資の回収が見込めなくなっ

たため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上して

おります。

なお、回収可能価額は、GMB RUS AUTOMOTIVE LLCの当該資産においては、正味売却価額を用

いており、その時価を売却見込額から算定しております。GMB NORTH AMERICA INC.の当該資産

については、回収可能性が認められないため、その帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,271,794株 19,475株 －株 5,291,269株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,360株 －株 －株 1,360株

・配当金の総額 52,704千円

・１株当たり配当額 10円00銭

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月27日

・配当金の総額 52,899千円

・１株当たり配当額 10円00銭

・基準日 2022年９月30日

・効力発生日 2022年12月２日

・配当金の総額 52,899千円

・１株当たり配当額 10円00銭

・基準日 2023年３月31日

・効力発生日 2023年６月26日

額を減損損失として計上しております。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の増加は、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加

19,475株であります。

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2022年６月24日開催の第60期定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2022年11月１日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

2023年６月23日開催予定の第61期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、主に銀行借入や社債発行により必要な資金

を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリ

バティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方

針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお

りますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応

じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

　借入及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長

で決算日後13年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

　また、当社は複合金融商品関連では、デリバティブ内包型の期限前解約権付借入を行っ

ております。当該組込デリバティブは借入金と密接な関係にあり、リスクが現物に及ばな

いため区分処理を行っておりませんが、指定された期限以外の時期に当社から中途解約を

申し入れた場合には別途精算金の支払義務が発生するリスクがあります。

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安

定的な利益の確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将来の金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しております。
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連結貸借対照表

計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 投資有価証券 20,595 20,595 －

資産計 20,595 20,595 －

(1) １年内償還予定の社債 333,616 333,616 －

(2) １年内返済予定の長期借入金 1,867,527 1,867,433 △93

(3) 社債 2,804,487 2,804,487 －

(4) 長期借入金 2,106,943 2,102,773 △4,169

負債計 7,112,575 7,108,312 △4,263

デリバティブ取引(注)２ 169,623 169,623 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日(連結会計年度の決算日)における連結貸借対照表計上額､時価及びこれら

の差額については次のとおりであります｡なお､市場価格のない株式等は､次表には含まれて

おりません((注)１参照)｡また､｢現金及び預金｣｢受取手形及び売掛金｣「未収還付法人税等」

｢支払手形及び買掛金｣｢短期借入金｣｢未払法人税等｣については､短期間で決済されるため時

価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております｡

(注)１　非上場株式（連結貸借対照表計上額710,047千円）は、市場価格のない株式等とし

て、「（1）投資有価証券」には含めておりません。

(注)２　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

     金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

     レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

     レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

     レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

     時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 7,959 － － 7,959

資産計 7,959 － － 7,959

デリバティブ取引

金利通貨関連 － 169,623 － 169,623

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券

国債・地方債等 － 12,636 － 12,636

資産計 － 12,636 － 12,636

１年内償還予定の社債 － 333,616 － 333,616

１年内返済予定の長期

借入金
－ 1,867,433 － 1,867,433

社債 － 2,804,487 － 2,804,487

長期借入金 － 2,102,773 － 2,102,773

負債計 － 7,108,312 － 7,108,312

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　　上場株式は活発な市場で取引されているため､その時価をレベル１の時価に分類しており

ます｡債券は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と認められないため､レ

ベル２の時価に分類しております｡

デリバティブ取引

　　金利スワップ、金利通貨スワップの時価は､金利や為替レート、先物相場等の観察可能な

インプットを用いて割引現在価値法等により算定しており､レベル２の時価に分類しており

ます｡

社債

－ 9 －



　　元利金の合計額と､当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に､割引現在価

値法により算定しており､レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　　元利金の合計額と､当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に､割引現在価

値法により算定しており､レベル２の時価に分類しております｡

　　複合金融商品については､当該複合金融商品と一体として処理された元利金の合計額と､当

該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に､割引現在価値法により算定してお

り､レベル２の時価に分類しております｡
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（単位：千円）

日本 米国 韓国 中国 タイ 欧州 豪州 合計 調整額

連結

損益計算書

計上額

売上高

駆動・伝達及び

操縦装置部品

10,457,448 555,070 25,843,027 3,074,223 276,243 － 53,679 40,259,692 △200,633 40,059,059

冷却装置部品※ 6,662,851 5,252,964 15,637,726 1,402,227 727,912 2,806,511 356,558 32,846,752 △163,306 32,683,445

ベアリング 2,599,112 603,867 9,378,680 981,476 － － 67,971 13,631,108 △67,736 13,563,372

その他 3,260 816,143 2,204 44,183 － － 2,360 868,152 △4,280 863,871

顧客との契約か

ら生じる収益

19,722,672 7,228,046 50,861,638 5,502,110 1,004,156 2,806,511 480,570 87,605,706 △435,957 87,169,749

その他の収益 － － － － － － － － － －

外部顧客への売

上高

19,722,672 7,228,046 50,861,638 5,502,110 1,004,156 2,806,511 480,570 87,605,706 △435,957 87,169,749

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 15,254,265千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 17,620,133

契約負債(期首残高) 86,824

契約負債(期末残高) 72,066

６. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　※前連結会計年度まで「エンジン部品」としておりましたが、エンジン以外を冷却する電動ウォーターポンプの比

率が高まったこともあり、「冷却装置部品」に品目の名称を変更しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　収益を理解するための基礎となる情報は、「１.連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項　(4) 会計方針に関する事項　⑦収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　当連結会計年度に認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた取引高は

86,824千円であります。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的

に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適

用し、記載を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 4,172円09銭

(2) １株当たり当期純利益 229円58銭

７. １株当たり情報に関する注記
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(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

有形固定資産（リース資産

を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

主な耐用年数

建物　　　　　　　　　　７年～38年

構築物　　　　　　　　　５年～40年

機械及び装置　　　　　　２年～９年

車輌運搬具　　　　　　　４年～６年

工具、器具及び備品　　　２年～15年

無形固定資産（リース資産

を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間

（主として５年）に基づく定額法によっておりま

す。

個　別　注　記　表
１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げ法）

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げ法）

(4) 固定資産の減価償却方法

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。
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② 貸倒懸念債権及び

破産更生債権

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

① 退職給付見込額の期間

帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び

過去勤務費用の費用処

理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（７年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

により按分した額を翌事業年度から費用処理してお

ります。

(8) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ

ております。

ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 金利通貨スワップ取引については、一体処理（特例

処理・振当処理）を採用しております。

(6) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権 貸倒実績率によっております。

賞与引当金 従業員に対する賞与支給に充てるため、将来賞与支

給見込額のうち当期に対応する部分を計上しており

ます。

製品保証引当金 製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実

績率をもとに当期の売上に対応して発生する見積額

を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額及び年金

資産残高に基づき計上しております。

(7) 収益及び費用の計上基準

　　当社は、主として自動車部品の製造・販売を行っております。当社では、主に完成した商

品及び製品を顧客に引き渡すことを履行義務として識別しており、原則として、契約条件等

に基づき納品日等において当該商品及び製品に対する支配が顧客に移転することにより履行

義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。収益は、顧客との契約に

おいて約束された対価から、値引き、リベート等を控除した金額で測定しております。商品

及び製品の販売契約における対価は、顧客へ商品及び製品を引き渡した時点から主として１

年以内に回収しております。なお、重要な金融要素は含んでおりません。

－ 14 －



② ヘッジ手段とヘッジ対象 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利通貨スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建借入金

③ ヘッジ方針 為替変動・金利変動に起因するリスクを管理するこ

とを目的としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 金利通貨スワップの一体処理の適用要件を満たして

いるため、有効性の評価を省略しております。

商品及び製品 1,483,610千円

仕掛品 396,049千円

原材料及び貯蔵品 1,051,022千円

計 2,930,682千円

貸倒引当金 △6,271,570千円

（会計上の見積りに関する注記）

１. 棚卸資産の評価

(1) 当事業年度に計上した金額

(2) 見積りの内容に関するその他の情報

　棚卸資産は取得原価で評価しておりますが、正味売却価額が取得原価より下落して

いる場合には、正味売却価額で評価し、取得原価との差額を当期の費用として処理し

ております。なお、営業循環過程から外れた棚卸資産については、その保有期間に応

じた一定の基準により規則的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しております。

　市場環境が悪化して正味売却価額が著しく下落した場合には、損失が発生し、重要

な影響を与える可能性があります。

２. 貸倒引当金の計上

(1) 当事業年度に計上した金額

なお、上記はGMB NORTH AMERICA INC.に対する計上額であります。

(2) 見積りの内容に関するその他の情報

　当社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等については、債務者の財政状態及び将来の見通し等を勘

案して、貸倒引当金を計上しております。

　回収不能見込額の見積りにおいて使用される仮定は、将来の予測不能な前提条件の

変化によって見積りが変更されることにより、回収不能見込額が増減し、貸倒引当金

が増額または減額する可能性があります。
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建物 237,124千円

土地 1,561,202千円

計 1,798,326千円

長期借入金（１年内返済予定含む） 2,210,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 7,226,519千円

青島吉明美机械制造有限公司 976,140千円

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. 199,500千円

GMB NORTH AMERICA INC. 101,071千円

GMB OCEANIA PTY.LTD. 19,921千円

(4) 受取手形割引高 464,931千円

(5) 流動負債その他に含まれる契約負債 2,105千円

① 短期金銭債権 1,244,981千円

② 短期金銭債務 2,142,892千円

① 売上高 2,174,255千円

② 仕入高 11,662,065千円

③ 営業取引以外の取引高 365,927千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,360株 －株 －株 1,360株

２. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

(3) 偶発債務

保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

以下の関係会社の仕入債務に対して保証を行っております。

以下の関係会社のリース債務に対して保証を行っております。

(6) 関係会社に対する金銭債権、債務で区分表示したもの以外は次のとおりであります。

３. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

４. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項
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（単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 53,650

未払社会保険料 13,438

未払事業税 16,077

製品保証引当金 3,149

棚卸資産 21,066

株式報酬費用 14,193

未払金 13,685

貸倒引当金 1,912,828

投資有価証券 854

退職給付引当金 100,390

関係会社株式 200,904

有形固定資産 125,144

小計 2,475,381

評価性引当額 △2,342,584

繰延税金資産合計 132,797

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △7,375

繰延税金負債合計 △7,375

繰延税金資産の純額 125,422

５. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関 連 当 事 者 と の 関 係 取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社 GMB KOREA CORP.
直接
54.4

当社製品の部品・商品の製造
部品・商品
の仕入

829,273 買 掛 金 96,557

子会社
GMB NORTH AMERICA
INC.

直接
62.9
間接
34.3

当社製品の同社への販売
資金の貸付
債務保証
役員の兼任２名

製品等の販
売

662,149 売 掛 金 520,548

受取利息 163,736
長 期
貸 付 金

6,237,494

債務保証 101,071 － －

子会社
青島吉明美机械制
造有限公司

直接
60.0
間接
40.0

当社製品の部品・商品の製造
債務保証
役員の兼任４名

部品・商品
の仕入

4,739,710 買 掛 金 764,304

債務保証 976,140 － －

子会社
THAI GMB INDUSTRY
CO.,LTD.

直接
78.1
間接
20.2

当社製品の部品・消耗品等の
同社への販売
当社製品の部品・商品の製造
債務保証
役員の兼任３名

部品等の販
売

666,061 売 掛 金 278,393

部品・商品
の仕入

4,247,720 買 掛 金 1,031,508

債務保証 199,500 － －

子会社
吉明美（杭州）汽
配有限公司

間接
100.0

当社商品の同社からの仕入
部品・商品
の仕入

1,845,360 買 掛 金 233,368

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期 末 残

高
(千円)

主要株主、役
員の近親者

松岡　信夫 － －
（ 被 所 有 ）

直接
19.3

－
相談役の支
払報酬

22,000 － -

６. 関連当事者との取引に関する注記

(1) 関連会社等

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等

　上記各社への当社製品等の販売、上記各社からの部品等の仕入及び資金の貸付等に

つきましては、市場動向を参考に交渉のうえ決定しております。

２. 金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。なお、取引金額には債務保

証の期末残高を記載しております。

３. GMB NORTH AMERICA INC.の債権に対し、6,271,570千円の貸倒引当金を計上しており

ます｡また当事業年度において2,866,475千円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま

す。

(2) 役員および個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 報酬額については、委託する業務の内容等を勘案し決定しております。

２. 当社の代表取締役社長及び会長として企業経営に携わってきた実績があり、長年の経

験、奥深い知識、幅広い人脈等をもとに、グループ経営を中心に当社に対して助言指

導を行っております。また、代表取締役社長松岡祐吉の実父であります。

－ 18 －



(1) １株当たり純資産額 1,693円04銭

(2) １株当たり当期純損失 352円73銭

７. １株当たり情報に関する注記

－ 19 －


